
茅 ヶ崎市における 「男女平等参画社会」

実現政策の現状 と課題(そ の2)

国際学部 椎 野 信 雄

0.は じめに

本稿は、前号 の 『茅ケ崎市における 「男女平等参画社会」実現 政策の現状 と課題』

を引 き継 ぎ、その後の茅ケ崎市の現状 と課題 を検討するものである。「第2次 実施計

画」「プランの推進のための提言書」 における記述をた どることによって、政策の現

状 と今後 の課題 を探 ることにする。

1、 茅 ヶ崎市新総合計画後期基本計画 「第2次 実施計画」(2003年 度～2005年 度)

「実施計画Jは 、2000年11月 に策定 された 「茅 ケ崎市新総合計画後期基本 計画」

の施策の方向に基づ き、茅 ケ崎市新総合計画の 目指す将来都市像 「自然 と人がふれ

あ う心豊かな快適都市 茅 ケ崎」の実現 に向けて、事業計画を体系的・具体的 に示 し、

総合的 ・計画的な まちづ くりを進めるために策定 した もので、「基本計画」 で示 す

「施策の方向」を、3か 年の財政推計に裏づけされた具体的 な事業 内容 として示 す も

のである。実施計画は、社会経済情勢や時代潮流、市民ニーズに的確 な対応 を図 り、

効率的な行政運営 を行 うため、計画期間 を3か年の短期計画 とし、2年 ごとに見 直 し

を行 っている。第2次 実施計画は、第1次 実施計画(2001年 度 ～2003年 度)に 引 き

続 き、2003年 度から2005年 度 までの3か 年 を計画期間としている。

第2次 実施計画では、第1次 実施計画 と同様に、福祉 と環境へ配慮 しなが ら、新

たな時代の流れや市民要望等の十分な検 証につ とめ、次の5つ を基本的な考 え方 とし

て計画の策定が行われたそうだ。(こ の回よ り、新たに各事業の指標 ・実績値 ・目標値

が設定 され、それぞれの事業の進行管理並びに評価に活用 されている。)

(1)市 民生活の安全 と安心の確保

(2)身 の丈にあった財政運営の実現

(3)自 然環境や地球環境の保護・保全

(4)ま なびの場の整備 ・充実

(5)地 域文化にふれあ う機会の創出

第2次 実施計画には、第1部 「第2次 実施計画」 について、第2部 「施策体系別
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計画」に続 き、第3部 「計画の推進に向けて」がある。その第3部 の、その2厂 男

女共同参画社会」は、次のような記述になっている。

2男 女共 同参画社会

1目 標

● 男女が社会の対等 な構成員 として、社会のあ らゆる分野における活動に参画す る

ことが可能な 「男女共同参画社会」の実現に向けたまちづ くりを進めます。

2施 策の方向

男女共 同参画社会

(1)男女共同参画社会形成への総合的推進

(2)就労環境の整備

(3)男女平等意識の高揚

(4)女性 に対する暴力への対応

(5)政策 ・方針決定への参画

(6)女性 の性の 自己決定権の確立

3計 画事業

(1)男 女共 同参画社会形成への総合的推進

事業名:男 女共同参画社会実現のための行政の推進体制の充実

事業概要

男女共同参画社会基本法及び 「ちが さき男女平等参画 プラン」に基づ き、

市民 ・企業・団体・行政が連携をとりなが ら、男女共同参画社会の実現 に向けた

推進体制の整備を図 ります。

◇ 庁内に関係課長で構成する茅 ケ崎市男女共同参画推進会議を設置 し、事業担 当課

との連携 を図 りながら、男女共同参画の視点での事業 を推進 します。

◇ 公募市民を含めたちが さき男女平等参画プラン推進協議会 を設置 し、事業 等が プ

ランに沿って進行 されているか調査 ・改善・提言を行 うとともに、茅ケ崎市男女共

同参画推進会議 と協調 ・連携 し、プランを推進 します。

言平イ面手旨桑票・目標イ直

く指標 〉

①年 間茅 ケ崎市男女共同参画推進会議開催回数

②年 間ちが さき男女平等参画プラン推進協議会開催回教
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〔実績値〕

①3回(14年 度)

②10回(14年 度)

事業主体 市・民間

〔目標 値〕

①4回(17年 度)

②12回(17年 度)

(2)就 労環境の整備

事業名:女 性センターの機能の充実

事業概要

男女共同参画社会の実現 を目的 として、学習の機会の提供、情報発信 な ど女性

の自立を支援す る事業 を行います。 この拠点として、女性セ ンターの機 能の充

実を図 ります。

◇社会参加、自立支援 を目的 とする講座の開催

◇情報紙 ・広報紙による啓発

◇関係機関との連携による情報提供

評価指標 ・目標値

く指標 〉 〔実績値〕 〔目標値〕

①年 間講座開催回数 ①4回(14年 度)①5回(17年 度)

②年 間講座参加者数 ②169人(14年 度)②200人(17年 度)

③年 間情報紙発行回数 ③3回(14年 度)③4回(17年 度)

事業主体 市

事業名:エ ンパ ワーメン トの支援

事業概要

エ ンパ ワーメン トとは、女性が力 をつけることであ り、 自己決 定能力や法的な

力、経済的な力 、政治的な力などを一人ひとりが身につけるだけでな く、この

力が 別の人の力にな り、グループ全体の力を高めてい くような能力のことです。

エンパワーメン トを目的 とした講座等の事業に取 り組みます。

◇人材育成や社会参画の力をつけるための講座の開催

◇情報紙・広報紙による啓発

評価指標 ・目標値

く指標 〉 〔実績値〕 〔目標値〕

①年間講座開催回数 ①4回(14年 度)①5回(17年 度)
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②年間講座参加者数 ②169人(14年 度)②200人(17年 度)

③年間情報紙発行回数 ③3回(14年 度)③4回(17年 度)

事業主体 市

(3)男 女平等意識の高揚

事業名:男 女平等意識の高揚

事業概要

「男 らしさ、女 らしさ」 といった性別役割ではな く、性別で分けない(ジェンダー・

フリー)視 点をもって、自分 らしさで生 きてい くことが男女共同参画社会 の形成

には必要であ り、市民や教育に携わるもの、職員に対 して男女平等意識 改革に

取 り組みます。

◇ メデ ィア・リテラシーと男女平等についての講座などの開催

◇行政職員、教職員について男女平等意織の改革のための研修会の開催

◇情報紙 ・広報紙による啓発

評価指標 ・目標値

く指標 〉 〔実績値〕 〔目標値〕

①年 間研修会開催回数 ① なし ①1回(17年 度)

②年 間情報紙発行回数 ②3回(14年 度)②4回(17年 度)

事業主体 市

(4)女 性 に対す る暴力への対応

事業名:「 女性のための相談室」機能の充実

事業概要

厂女性のための相談室」では、多様化する女性の悩みの解決の一助 として相談

事業 を行い、女性を支援 しています。

電話相談による助言では、解決 しに くい困難な相 談 に対応す るため、面談相談

を増 設するなど、機能の充実につとめます。

◇電話相談・面談相談 ・法律相談の実施

◇情報提供・紹介

評価指標 ・目標値

く指標 〉 〔実績値〕 〔目標値〕

月間面談相談開設数1回(14年 度)15回(17年 度)

事業主体 市
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事業名:DV等 の暴力根絶の意識啓発及びDV対 応

事業概要

女性 に対するあらゆる暴力 を根絶す るために、意識啓 発を行 うとともに、夫や

恋人など親 しい人か らの暴力(DV)の 相談に対 して、重大な被害 を未然 に防 ぐた

めの助言・指導・情報提供 などを行い ます。

◇福祉事務所 ・警察 など関係機関 との連携 による対応

◇暴力根絶の意識啓発

◇県 と民間活動団体 と協調 し、シェルターの設置 と運営の支援

評価指標 ・目標値

く指標 〉 〔実績値〕 〔目標値〕

啓発 回数1回(14年 度)2回(17年 度)

事業主体 県・市・民 間

(5)政 策 ・方針決定への参画

事業名:審 議会な どの女性比率の改善

事業概要

政策や方針決定の場である審議会 などへの男女 の均等 な参画や委員構成 を実現

するため、「ちがさき男女平等参画プラン」の審議会等委員の女性登用率の 目標

数値 を40-60%と 設定 し、選考方法などの検討 を行い、審議会な どへの女性の登

用 を進めます。

◇審議会などの委員 の男女比率の調査

◇積極的登用 のための改善措置

評価指標 ・目標値

く指標 〉 〔実績値〕 〔目標値〕

審議会等委員の女性登用率26.3%(14年 度末)40%(17年 度末)

事業主体 市

事業名:女 性 に対する積極的参画促進措置の取 り組み

事業概 要

女性の進出が遅れている分野があった り、大事な意思決定の場 に女性が加 わ ら

なかった り、男女間の不平等 を生 じています。
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男女が社会の対等なパー トナーとして、いろいろな方針決定への参画を促進

す るため、審議会などの女性委員数の目標値 を設定 し、女性の登用 を計画的に

進め るなど積極的差別是正策に取 り組みます。

◇積極的登用のための改善措置

◇人材育成や社会参画の力 をつけるための講座の開催

評イ面手旨オ票 ・目k票{直

く指標 〉 〔実績値〕 〔目標値〕

①年 間講座開催回数 ①4回(14年 度)①5回(17年 度)

②審議会等委員の女性登用率 ②26.3%(14年 度末)②40%(17年 度末)

事業主体 市

(6)女 性の性の 自己決定権の確立

事業名:性 の自己決定能力を育てる取 り組み

事業概 要

女性が自分のか らだのことを自分で きめる権利 を女性 の人権 と して確 立 し、生

涯にわた り女性の健康を守 ります。

◇性についての講座の実施

◇出産か ら更年期までの様々な女性のからだの健康に関す る講座 の開催

◇情報紙・広報紙 による啓発

◇情報提供

評価指標 ・目標値

く指標 〉 〔実績値〕 〔目標値〕

①年 間講座開催回数 ①1回(14年 度)①3回(17年 度)

②年 間講座参加者数 ②60人(14年 度)②110人(17年 度)

事業主体 市

(事業 に関わる主たる担当課は、すべて男女参画社会課であ る。事業実施年度は、

2003年 度2004年 度2005年 度である。)

2.「 第1次 実施計画」 との相違

「2.男 女共同参画社会」における3計 画事業における変更点を検討 してみる。

「(1)男女共同参画社会形成への総合的推進」の 「事業名:男 女共 同参画社会 実現

のための行政の推進体制の充実」には変更がない。その事業概要では、「ちが さき男
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女平等参画プラン」が策定されたことを受けて、男女共同参画社会 の実現 に向けた

推進体制の整備がこのプランに基づ くことが書かれている。事業内容で は、設置 さ

れた庁内行政組織(関 係課長)が 「女性行政推進会 議」 か ら 「茅 ケ崎市男女共同参

画推進会議」に変化 し、「プラン推進協議会」設置か ら 「ちが さき男女平等参画プ ラ

ン推進協議会」設置に変化 した。「ちがさき男女平等参画プラン推進協議会」 は、事

業等がプランに沿って進行されているか調査 ・改善 ・提言を行 う、 となっているの

である。

「第2次 実施計画」の17年 度 までの事業内容に、前号で指摘 した ことに関 して、

残念 なが ら 「男女平等参画社会基本条例、男女平等参 画都市宣言」へ の取 り組 みが

まだ含 まれていない。第3次 実施計画の中に組み入れ るために、様 々な準備が必 要

な段階であろう。

「(2)就労環境 の整備」の 厂事業名:女 性セ ンターの機能の充実」と 「事業名:エ

ンパ ワーメ ン トの支援」にも変更がない。「事業名:女 性セ ンターの機能の充実」 の

事業概要では、女性センターが、「ちがさき男女平等参画プラン」の最重点課題であ

る 「総合 的相談事業の確 立や子育て中の女性、再就職 を希望 してい る女性な どを支

援 してい く」事業の拠点から、「男女共同参画社会の実現 を目的として、学習の機会

の提供、情報発信な ど女性の 自立を支援する事業」の拠点、 に変化 している。 これ

は、前号で指摘 した 「さわやかプラン」 の 「男女共 同参画社会」 の意味 であ る、

『子育て中の女性 ・再就職希望の女性への支援』か ら、「ちが さき男女平等参 画プラ

ン」の 「男女共同参画の まち」の意味である 『男女が ともに家庭 、仕事 、地域活動

に参画す る』まち、へ近づ くための変更のようである。女性セ ンターの位置づけが、

厂女性の自立支援」とな り、よりジェンダーフリーな佃人を支援する社会制度づ く り

の一環であることが明 らかになっている。しか し、「女性センターの機能の充実」 の

事業名が、「就労環境の整備」の計画事業の中に入 っていることは、「女性セ ンター」

の位置づ けが、就労問題 中心になってお り、この面で 「男女平等参画の まち」づ く

りの点か ら 「女性セ ンター」の位置づけの再編成が必要 と思われる。事業内容 で は、

「女性の総合的相談事業の実施」が消え、「社会参加、就労支援に関す る講座の開催」

か ら 「社会参加、自立支援 を目的とす る講座の開催」に変化 し、「情報紙 ・広報紙 に

よる啓発 」が加わっている。

「事業名:エ ンパ ワーメン トの支援」の事業概要では、「エ ンパワーメン ト」 の説

明が多少変化 して、「エ ンパ ワーメ ントの過程では、参画によって個人 も力 をつ け、

自分 自身の生活 をコン トロール し、改善す ることがで きるようになることを目指 し
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ます。」が消えた代 わ りに、「エ ンパワーメン トを目的 とした講座 等の事業 に取 り組

み ます。」が付け加わっている。事業内容では、「情報紙 ・広報紙 による啓発」が加

わっている。

「(3)男女平等意識の高揚」の 「事業名:男 女平等意識の高揚」に も変更が ない。

事業概要 では、「ジェンダーフリーの視点Jが 「性別で分けない(ジ ェンダー ・フリー)

視点」に変化 している。厂行政や教育に携 わるもの、市民に対 して男女平等意識改革

が必要です。」が 「市民や教育に携 わるもの、職員に対 して男女平等意識改革に取 り

組 みます 。」に変化 している。事業内容では、「情報紙 ・広報紙による啓発」が加わっ

ている。

厂(4)女性に対す る暴力への対応」の 「事業名:☆ 総合的相談事業の確立」が 「事

業名:「 女性のための相談室」機能の充実」 に、「事業名:☆ 暴力根絶の意識啓発」

が 「事業名:DV等 の暴力根絶の意識啓発及びDV対 応」に、変更 されている。厂事業

名:「 女性のための相談室J機 能の充実」の事業概要では、「本市において も …

「ちが さき男女平等参画プラン」を策定 しましたが、総合的相談事業は、 この プラン

の実施事業の一つ として事業に着手 します。」が、「「女性のための相談室」 では、多

様化する女性の悩みの解決の一助 として相談事業 を行い、女性 を支援 してい ます。」

に変化 している。 より具体的な事業概要 とな り、「多様化する女性の悩みの解決の一

助 として」の相談事業が強調 されている。また、「電話相談による助言で は、解決 し

に くい困難な相談に対応するため、面談相談を増設す るな ど、機能 の充実 につ とめ

ます。」が付 け加 わっている。事業内容では、「電話相 談、予約相談、 カウ ンセリ ン

グ、」が、「電話相談 ・面談相談 ・法律相談の実施」 に変化 してい る。 よ り現実的 な

相談内容 に変わっているのだ。

「事業名:DV等 の暴力根絶の意識啓発及びDV対 応」の事業概要では、「夫 ・恋 人

か らの女性に対す る暴力や レイプ ・痴漢 ・ス トーカー行為 は、女性 の人 としての尊

厳 を踏み に じる犯罪です。これ ら性被害を防止すると ともに、被害 にあった女性 が

安心 して救済を求めるこ とがで きる環境 を整備 します。」が、「女性 に対す るあ らゆ

る暴力 を根絶するために、意識啓発 を行 うとともに、夫 や恋人な ど親 しい人か らの

暴力(DV)の 相談に対 して、重大な被害 を未然 に防 ぐための助言 ・指導 ・情 報提供

な どを行 います。」 に変化 した。DVと い う概念が導入 され、相談内容 が一般的な も

のでな く、 より現実味を帯びた ものにな り始めているのだ。事業内容 も、「警察な ど

関係機関 との連携」が 「福祉事務所 ・警察など関係機 関 との連携 に よる対応」 に変

化 した。「暴力根絶の意識啓発事業の推進」が 「暴力根絶の意識啓発」に変 わ り、 こ

一42一



れ もより現実的 な内容 になった。

「(5)政策 ・方針 決定へ の参画」の 「事業名:審 議会な どの女性比率の改善」 と

厂事業名:☆ 女性に対する積極的参画促進措置の取 り組み」には変更がない。 「事 業

名:審 議会 などの女性比率の改善」の事業概要にも、ほ とん ど変更が ない。事業内

容 にも変化 はない。「事業名:☆ 女性に対する積極的参画促進措置の取 り組 み」 の事

業概要では、「職場や学校、地域、家庭 でそれぞれの佃性 と能力 を発揮 できるような

社会づ くりが必要 となっています。」が消えている。「目標 数値 を設定 し、審議会 の

女性委員の登用 を計画的に進める」が 「審議会などの女性委員数の目標値 を設定 し、

女性の登用 を計画的に進める」に変化 した。多少のニュア ンスの違いがあ り、審議

会委員の登用中心から、女性の登用全般に強調点が移っているようだ。事業内容 が、

「目標値な どを設置 し、審議会な ど、男女の登用比率の改善」「女性 の社会参画能力

を高める講座や人材育成の講座の開催」か ら 「積極的登用のための改善措置」 「人材

育成や社会参画の力をつけるための講座の開催」に変化 している。 ここも審議会 中

心か ら変化 し、女性の不必要な強調がな くなったようだ。

「(6)女性の性 の自己決定権 の確立」の 「事業名:☆ 性の自己決定能力 を育てる取

り組み」には変更がない。事業概要にも変化がない。事業内容では、「性教育の実施」

「意識啓発事業や情報提供」が消え、「性 についての講座の実施」が加わった。 さら

に 「情報紙 ・広報紙による啓発」「情報提供」が付け加わった。

以上が、第1次 実施計画か ら第2次 実施計画への変 更点であった。大枠 に大幅 な

変化はないが、幾つかの点で改善が見 られただろう。大幅な変更 とは、「男女平等参

画社会基本条例」の制定 とい うことであ るが、17年 度 までは計画事業 の事 業内容 に

含 まれていないのだ。改善点は、「女性センター」の位置づけが、 より 「男女平等参

画のまち」づ くりに近づ くように変更されたことだろう。 しか しまだ、的確 に 「男

女平等参画のまち」づ くりの中に位置ついていないのが現 状である。 また、事業 計

画 「(4)女性に対す る暴力への対応」の事業内容が、よ り具体的なものとな り、実効

性のある現実的な対応に向けて取 り組みが進んでいることが伺える。 この2点 は、

今後の課題の点で も注 目すべ きところである。

3.ち がさき男女平等参画プランの推進のための提言書

ちが さき男女平等参画 プラン推進協議会(平 成13年 度(2001年 度)～14年 度(2002年

度))は 、「ちが さき男女平等参画 プラン」推進の提 言について 『ちが さき男女平等

参画プランの推進のための提言書』 を2003年3月24日 に茅 ケ崎市長に提出した。 その
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内容 は以下の通 りである。

茅 ケ崎市 は、「茅 ケ崎市新総合計画後期基本計画」 の推進において、「男女共 同参

画社会」の実現 を重要な 目標 としてい ます。

平成13年 に施行 された 「ちが さき男女平等参画プラン」 は、市民 と行 政がパ ー ト

ナーを組 んで推進 してい く社会計画 として、「男女平等の まちづ くり」のための具体

的な目標 と取 り組みを示 し、着々と計画がすすめられて きま した。平成14年 には、

「男女参画社会課」ができ、「相談事業」 も開始 され、市民 の期待が高 まってい ると

ころです 。

現在、各 自治体では、平成11年 に制定された国の 「男女共同参画社会基本法」 を

もとに、あ らゆる分野での男女の平等の視点にたった施策が展開 されてい ます 。 し

か し、女性 に対する暴力の問題 に代表 されるように、性別に よる差別の ない社 会の

実現 はい まだ厳 しい状況にあ り、未解決の問題や新 たな問題へ の対応が求め られて

います。

「ちが さき男女平等参画プラン推進協議会」では、社会・経済情勢、茅 ケ崎市 の状

況をふまえ 「プラン」の進行状況を協議 し、「男女平等のまちづ くり」の視点か ら、

茅 ケ崎市の施策の状況を検討 してきました。

ここに 「男女共同参画社会」実現の推進体制 を強化 し、「プラン」の実効性 を一層

高めるために、優先的に取 り組 むべ き課題 をまとめ ましたので、提言いた します。

提言

① 「新総合計画後期基本計画」推進体制の男女共同参画社会推進のためには、中核

となる男女参画社会課の職員増な ど組織 強化が必要です。

②男女平等参画のまちづ くりのために、職員のさらなる理解が必要 です 。職員研修

だけで な く、女性セ ンターや公民館で行われる講座 な どに職員が参加で きる環境

を率先 してつ くって くだ さい。

③市民一人ひとりに、男女平等参画社会の担 い手であることを認識 してもらうため、

積極的なPRが 必要です。垂れ幕、市民ロビーへの掲示 など様 々な手法 を活用 して

ください。

④ 「神奈川県男女共同参画推進条例」は県内の事業者責務について定めてい ます。

茅 ケ崎市で も事業者や地域 団体と協力 して男女平等参画推進に積極的 に取 り組 ん

で くだ さい。
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⑤地域性 を考慮 した 「男女平等参画条例」の制定に向 けて、調査研究 を行い、施 策

の一層の充実を図って ください。

男女平等参画社会の形成の促進を図るため、社会保障制度等の整備や見 直 しを求

め ます。

ちが さき男女平等参画推進協議会 として、以下の項 目について国・県に働 きかけて

いただ くことを要望 します。

国 ・県への要望

①市民の一人ひとりの生 き方が尊重され、自分 らしい生 き方 を選択 できるよう、性

別によって不利益 を受けない社会制度の整備が必要です。雇用、年金 、税、社会

保障な どすべての制度の見直 しと改革 を求めます。

②DV被 害者 に対する支援 は、未だ十分ではあ りません。被害者の自立支援、一時保

護施設の拡充、配偶者暴力相談支援セ ンター機能の充実、加害者 の更生 プログラ

ムの確立等、あらゆる暴力が根絶 されるよう、「配偶者からの暴力の防止及 び被害

者の保護に関する法律」の見直 しを求めます。

③男女は ともに、仕事や地域活動 などの社会生活 と家 事、育児 、介護 な どの家庭生

活 を両立できるような社会づ くりに努めるよう求めます。

(事 務局)茅 ケ崎市企画部男女参画社会課

この提言 には茅 ケ崎市 における 「男女 平等参画社会」 実現の政策の現状 と課題が

よ く表 されているだろう。男女参画社会課の職員の充実、一般職員への啓発、市民

へ の啓発 と、地味ではあるが着実な課題 を解決 してい くことが必要であるようだ。

4.お わ りに

「ちが さき男女平等参画プラン推進協議会」(2003年 度～2004年 度)は 、現在、 「ち

が さき男女平等参画プラン」(2001年)の 見直 し作業を行 ってい る。 来年度(2004年

度)初 頭に、見直 し案を公表 し、パブリックコメン トが実施 される予定であ る。基本

目標の17は 、変更せず に、「具体的な駢 剽 「現状」「取 り組み」の部分 を大幅 に変

更す る予定の ようである。茅 ケ崎市における 「男女平等参画社会」 実現政策の現状

と課題を検討するために、この見直 し 「プラン」の内容 に注 目してゆ くこ とが必要

である。

(2004-2-20)
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